
 

－ 25 － 

平成１７年３月期   個別財務諸表の概要             平成17年5月17日 

会 社 名 株式会社サンウッド          上場取引所 JASDAQ 
コ ー ド 番 号 ８９０３                本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.sunwood.co.jp） 
代  表  者 役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 中島 正章 
問い合わせ先 責任者役職名 取締役管理部長 

        氏    名 髙畠 利治       ＴＥＬ（03）3539－7142        

決算取締役会開催日  平成17年5月17日        中間配当制度の有無  有 

配当支払開始予定日  平成17年6月30日        定時株主総会開催日  平成17年6月29日  

単元株制度採用の有無  無 

 

１．１７年３月期の業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日）   

(1) 経営成績                 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

17年3月期 

16年3月期 

百万円   ％

14,336 （  50.4）

9,530 （△24.8）

百万円   ％

852  （ 176.8）

307  （△67.5）

百万円   ％

795  （ 389.4）

162  （△78.0）

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

17年3月期 

16年3月期 

百万円   ％ 

465  （404.3） 

92 （△78.4） 

円  銭

14,987  67

 6,202  27

円  銭

14,312  24

6,150  92

％

26.9  

6.4  

％ 

6.6   

1.1   

％

5.6  

1.7  

(注)①期中平均株式数     17年3月期  29,834株    16年3月期  14,870株 

②会計処理の方法の変更  無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

17年3月期 

16年3月期 

円  銭

2,500  00 

3,750  00 

円  銭 

0    0  

0    0  

円  銭

2,500  00 

3,750  00 

百万円

77      

55      

％ 

16.7   

60.3   

％

3.9  

3.9  

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

17年3月期 

16年3月期 

百万円 

11,061       

13,030       

百万円

2,017      

1,434      

％ 

18.2   

11.0   

円   銭

64,920    40  

96,699    73  

(注)①期末発行済株式数   17年3月期  31,081株   16年3月期  14,831株 

②期末自己株式数    17年3月期     130株   16年3月期     109株 

 

２．１８年３月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

1,350   

13,500   

百万円

△450  

665  

百万円

△280  

360  

円 銭

0   0  

――― 

円 銭 

――― 

2,500  00 

円 銭

――― 

2,500  00

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)11,582円63銭 

 
※業績予想につきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づいて算出したものであり、今後の経済情勢、事業運営に
おける様々な状況変化によって、実際の業績は見通しと異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料
７ページをご参照ください。 
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６．財 務 諸 表 等 

  

(1) 貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  2,187,144  2,958,750

２．売掛金  144,050  2,083,393

３．販売用不動産  1,361,723  1,307,898

４．仕掛品 ※１ 8,761,116  4,190,990

５．貯蔵品  1,332  －

６．前払費用  87,045  35,077

７．繰延税金資産  －  57,478

８．未収消費税等  53,394  －

９．その他  109,293  5,925

貸倒引当金  △210  △2,800

流動資産合計  12,704,891 97.5  10,636,714 96.2

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物  115,163 107,042 

減価償却累計額  2,870 112,293 4,620 102,421

(2）工具器具備品  58,716 66,720 

減価償却累計額  30,242 28,473 44,900 21,819

(3）土地  106,890  101,954

有形固定資産合計  247,657 1.9  226,195 2.0

２．無形固定資産   

(1）ソフトウェア  462  317

(2）電話加入権  436  436

無形固定資産合計  899 0.0  754 0.0

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券 ※２ 3,000  123,000

(2）長期差入有価証券  9,990  9,998

(3）敷金  28,289  25,780

(4）差入保証金  27,200  27,200

(5）繰延税金資産  6,441  7,764

(6）その他 ※２ 1,720  3,720

投資その他の資産合計  76,641 0.6  197,463 1.8

固定資産合計  325,198 2.5  424,413 3.8

資産合計  13,030,089 100.0  11,061,128 100.0
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  743,240  1,078,147

２．短期借入金 ※１ 4,320,000  2,400,000

３．１年以内返済予定の 
長期借入金 

※１ 3,500,000  －

４．未払金  180  1,195

５．未払費用  59,598  96,425

６．未払法人税等  145  400,000

７．未払消費税等  －  29,793

８．前受金  1,034,861  1,253,184

９．預り金  13,171  52,832

10．賞与引当金  8,000  31,280

11．繰延税金負債  2,454  －

流動負債合計  9,681,651 74.3  5,342,858 48.3

Ⅱ 固定負債   

１．新株予約権付社債  －  332,000

２．長期借入金 ※１ 1,900,000  3,350,000

３．退職給付引当金  13,437  15,913

４．その他  847  2,564

固定負債合計  1,914,284 14.7  3,700,477 33.5

負債合計  11,595,935 89.0  9,043,335 81.8

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 508,500 3.9  592,500 5.3

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  357,300 441,300 

資本剰余金合計  357,300 2.7  441,300 4.0

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  5,469 5,469 

２．任意積立金   

特別償却準備金  833 662 

３．当期未処分利益  584,642 991,651 

利益剰余金合計  590,945 4.5  997,783 9.0

Ⅳ 自己株式 ※４ △22,591 △0.2  △13,790 △0.1

資本合計  1,434,153 11.0  2,017,792 18.2

負債・資本合計  13,030,089 100.0  11,061,128 100.0
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(2) 損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   

１．不動産販売事業収入  9,282,754 14,078,504 

２．その他事業収入  247,285 9,530,039 100.0 257,520 14,336,025 100.0

Ⅱ 売上原価   

１．不動産販売事業原価  8,056,832 11,995,638 

２．その他事業原価  51,768 8,108,600 85.1 97,807 12,093,446 84.4

売上総利益  1,421,438 14.9  2,242,578 15.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,113,521 11.7  1,390,390 9.7

営業利益  307,917 3.2  852,188 5.9

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  122 95 

２．固定資産税等負担収入  14,416 3,787 

３．解約違約金収入  － 19,918 

４．受取手数料  2,551 1,060 

５．地位譲渡精算金  － 56,160 

６．その他  270 17,361 0.2 8,824 89,845 0.7

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  138,400 140,820 

２．新株発行費  － 600 

３．社債発行費  － 3,070 

４．金利スワップ解約精算金  19,044 － 

５．その他  5,256 162,701 1.7 1,900 146,391 1.0

経常利益  162,577 1.7  795,643 5.6

Ⅵ 特別利益   

１．貸倒引当金戻入益  860 860 0.0 － － 0.0

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※２ 983 983 0.0 － － 0.0

税引前当期純利益  162,453 1.7  795,643 5.6

法人税、住民税及び 
事業税 

 18,329 391,750 

法人税等調整額  51,895 70,225 0.7 61,254 330,495 2.4

当期純利益  92,228 1.0  465,147 3.2

前期繰越利益  493,559  529,197

自己株式処分差損  1,145  2,693

当期未処分利益  584,642  991,651
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売上原価明細書 

(イ）不動産販売事業原価 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

用地費  3,931,328 48.8 5,208,724 43.4

外注・建築工事費  3,454,828 42.9 6,013,859 50.1

経費  670,675 8.3 773,053 6.5

不動産販売事業原価  8,056,832 100.0 11,995,638 100.0

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

 

(ロ）その他事業原価 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

外注工事費  51,726 99.9 91,209 93.3

その他  42 0.1 6,597 6.7

その他事業原価  51,768 100.0 97,807 100.0

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 
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(3) キャッシュ・フロー計算書 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益  162,453 

減価償却費  13,043 

賞与引当金の増加額又は減少額(△)  △6,620 

退職給付引当金の増加額  265 

貸倒引当金の減少額(△)  △860 

受取利息  △122 

支払利息  138,400 

固定資産除却損  983 

売上債権の減少額  322,371 

たな卸資産の減少額又は増加額(△)  △240,111 

その他流動資産の減少額  20,441 

仕入債務の増加額又は減少額(△)  119,162 

未払費用の増加額又は減少額(△)  △168､848 

前受金の増加額又は減少額(△)  453,789 

預り金の増加額又は減少額(△)  △152,728 

その他流動負債の増加額又は減少額(△)  △1,787,247 

その他固定負債の増加額  847,200 

取締役賞与金の支払額  △15,000 

小計  △1,139,779 

利息の受取額  113 

利息の支払額  △131,090 

法人税等の支払額  △467,067 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,737,824 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

長期差入有価証券の取得による支出  － 

長期差入有価証券の償還による収入  － 

有形固定資産の取得による支出  △232,286 

無形資産の取得による支出  △518 

敷金の差入による支出  △5,130 

敷金の返還による収入  － 

差入保証金の差入による支出  △14,500 

差入保証金の返還による収入  － 

出資金の返還による収入  － 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △252,434 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の減少額  △1,730,000 

長期借入金の借入による収入  1,900,000 

長期借入金の返済による支出  △4,180,000 

株式の発行による収入  － 

自己株式の売却による収入  3,000 

自己株式の取得による支出  △26,737 

配当金の支払額  △74,700 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △648,437 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額は減少額(△)   △2,638,695 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  4,825,840 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  2,187,144 
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(4) 利益処分案 

  
前事業年度 
株主総会承認日 
（平成16年６月29日） 

当事業年度 
株主総会予定日 
（平成17年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   584,642  991,651 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

１．特別償却準備金取崩高  171 171 167 167 

合計   584,813  991,818 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  55,616  77,702  

２．取締役賞与金  － 55,616 18,000 95,702 

Ⅳ 次期繰越利益   529,197  896,116 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）満期保有目的債券 (1）満期保有目的債券 １．有価証券の評価基準及び

評価方法  償却原価法(定額法)を採用しており

ます。 

同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

同左 

(1）販売用不動産 (1）販売用不動産 ２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法  個別法による原価法を採用しており

ます。 

同左 

 (2）仕掛品 (2）仕掛品 

  個別法による原価法を採用しており

ます。 

同左 

 (3）貯蔵品 (3）貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法  定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

 

同左 

 建物      15年～47年 

工具器具備品  2年～15年 

 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用期間(５年)

による定額法を採用しております。 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

   支出時に全額費用としております。 

 (2) 社債発行費 

 

― 

支出時に全額費用としております。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定債権につい

ては、個別に回収可能額を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付の支払に備えるた

め、当期末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法  

  金利スワップについては、繰延ヘッ

ジ処理の特例処理の要件を満たしてお

りますので特例処理を採用しておりま

す。 

― 

 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象  

 （ヘッジ手段）  

  金利スワップ  

 （ヘッジ対象）  

  借入金の支払利息  

 (3）ヘッジ方針  

  デリバティブ取引の限度額を実需の

範囲とする方針であり、投機目的によ

るデリバティブは行わないこととして

おります。また、相手方の契約不履行

に係る信用リスクを極小化するため

に、デリバティブ取引先を信用度の高

い金融機関に限っております。 

 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法  

  ヘッジ手段とヘッジ対象は重要な条

件が同一であるために高い有効性を有

しております。 

 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅小なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来

する短期投資からなっております。 

 

― 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 ９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項  消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。ただし、仲介手数料

等事業用地取得時の諸費用に係る控除

対象外の消費税等については、仕掛品

に計上し、物件の売上計上時に売上原

価として処理しております。その他の

控除対象外消費税等については販売費

及び一般管理費として処理しておりま

す。 

同左 

 

   表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

― 

前期まで区分掲記しておりました貯蔵品（当期末残

高14千円）は、金額が僅少となったため、流動資産の

「その他」に含めて表示することに変更しました。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。
  

 千円

土地仕掛品 6,278,637 

建物仕掛品 1,411,714 

販売用不動産 1,361,723 

計 9,052,076 
  

  
 千円

土地仕掛品 3,067,143 

建物仕掛品 891,968 

計 3,959,112 
  

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 
  

 千円

短期借入金 2,540,000 

１年以内返済予定の長期
借入金 

3,500,000 

長期借入金 1,900,000 

計 7,940,000 
  

  
 千円

長期借入金 3,350,000 
  

※２．       ― ※２．投資有価証券には、現在当社及び共同事業者で推

進中の「（仮称）横浜北仲プロジェクト」開発を目

的にした特定目的会社「北仲総合開発特定目的会

社」への優先出資証券120,000千円が含まれており

ます。また、投資その他の資産のその他には上記特

定目的会社へ特定出資を行っている有限責任中間法

人の設立基金2,000千円が含まれております。 

※３．授権株式数及び発行済株式総数 ※３．授権株式数及び発行済株式総数 
  

 株 

授権株式数    普通株式 32,000 

発行済株式総数  普通株式 14,940 
  

  
 株 

授権株式数    普通株式 64,000 

発行済株式総数  普通株式 31,211.7 
  

※４．自己株式 ※４．自己株式 
  
    当社が保有する自己株式の数は、普通株式109

株であります。 

  
    当社が保有する自己株式の数は、普通株式

130.68株であります。 

５．        ―  ５．偶発債務 
 

 (1)解除条件付土地売買契約に係る偶発債務 

    2,307,600千円 
 

   当社及び他事業者と前記「北仲総合開発特定目的

会社」との間で、同社の現在の借入金及び特定社債

の全額弁済を目的とする新規借入金等の確定・実行

を解除条件として、同社保有の土地等についての売

買契約を締結していることに伴う偶発債務でありま

す。 
 

 (2)債務保証 
 

   一般顧客  103,018千円 
 

   顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登記完了

までの間、金融機関等に対して連帯債務保証を行っ

ております。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は39.5％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

60.5％であります。 

主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は35.7％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

64.3％であります。 

主要な費目及び金額は以下のとおりであります。
  
 千円

役員報酬 78,300 

給与・賞与 226,297 

賞与引当金繰入額 8,000 

退職給付費用 785 

広告宣伝費 416,084 

販売委託費 10,202 

支払手数料 92,972 

賃借料 80,126 

租税公課 37,447 

減価償却費 13,043 
  

  
 千円

役員報酬 111,000 

給与・賞与 262,392 

賞与引当金繰入額 31,280 

退職給付費用 6,541 

広告宣伝費 301,265 

販売委託費 184,598 

支払手数料 111,255 

賃借料 104,269 

租税公課 73,673 

減価償却費 15,372 
    

※２．固定資産除却損は、工具器具備品の除却によるも

のであります。 

  
※２．        ― 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 

（平成16年３月31日現在） ― 
  
 千円

現金及び預金勘定 2,187,144 

現金及び現金同等物 2,187,144 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

   該当事項はありません。 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
  

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

工具器具備品 3,110 － 3,110

合計 3,110 － 3,110

  
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 
  
１年内 842千円

１年超 2,268千円

合計 3,110千円
  

 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

 
  
支払リース料 －千円

減価償却費相当額 －千円

支払利息相当額 －千円
  

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

   (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 1,320千円

１年超 4,950千円

合計 6,270千円
 

１年内 1,320千円

１年超 3,520千円

合計 4,840千円
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（有価証券関係） 

有価証券 

 前事業年度末（平成16年３月31日） 

１．時価のない主な有価証券の内容 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

種類 

貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

割引国債 9,990 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株
式を除く） 

3,000 

 

２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

前事業年度（平成16年３月31日） 

種類 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券  

(1）国債・地方債等 － 9,990 － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他 － － － － 

合計 － 9,990 － － 

 

当事業年度末（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 借入金の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で金利スワップを利用

しております。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

(3）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、取引の契約先は信用

度の高い国内の金融機関であり相手方の契約不履行によるリスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管理は、社内管理規程に従い行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記対象から除

いております。 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職金規程に基づく退職一時金制度を設けております。 

 

２．退職給付債務及びその内訳 

 前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

退職給付債務（千円） 13,437 ― 

退職給付引当金（千円） 13,437  

 

３．退職給付費用の内訳 

 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

退職給付費用   

勤務費用（千円） 785 ― 

退職給付費用（千円） 785  

    （注） 当社は小規模会社に該当し簡便法を採用しているため、退職給付費用全額を勤務費用としております。 

 

４．退職給付債務の計算基礎 

 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

退職給付債務の計算基礎 

当社は小規模会社に該当し簡便
法を採用しているため、基礎率
については記載しておりませ
ん。 

― 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

  
繰延税金資産 千円

賞与引当金損金算入限度超過額 3,255

退職給付引当金超過額 5,067

支払手数料否認 3,428

その他 2,306

繰延税金資産合計 14,057

繰延税金負債 

特別償却準備金 454

未収事業税等 9,615

繰延税金資産の純額 3,987
  

  
繰延税金資産（流動） 千円

未払事業税 30,717

賞与引当金損金算入限度超過額 12,727

分譲管理費否認 6,745

広告宣伝費否認 3,440

その他 3,846

計 57,478

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金超過額 6,274

 その他 1,829

計 8,103

繰延税金負債（固定） 

特別償却準備金 339

繰延税金資産の純額 65,242
 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 
    
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため、注記を省略しております。 

    
同 左 

        
 

（持分法損益等） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 ― 

 

（関連当事者との取引） 

前事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合 役員の

兼任等
事業上の
関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

法人 
主要株主等 

森ビル㈱ 
東京都 
港区 

1,000,000

不動産の賃
貸借・売買
建築工事の
請負 
スポーツ施
設等の経営

(被所有)
直接9.69％

役員2名

不動産の
販売・斡
旋、分譲
マンショ
ンの共同
開発、マ
ンション
分譲事業
の受託等

本社事務
所の賃借

37,151 
敷金 
前払費用 

22,295
3,250

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、同一物件内の他の入居者と同一の水準によっておりま

す。 
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   （発行済株式数の増加） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

発行済株式数の増加の内訳は以下のとおりであります。
株式分割（平成15年5月20日付） 
分割によって増加した株式数   
7,470株 
分割方法 
    平成15年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名
簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき
２株の割合をもって分割いたしました。 

発行済株式数の増加の内訳は以下のとおりであります。
(1)株式分割（平成16年11月19日付） 
分割によって増加した株式数   
14,940株 
分割方法 
    平成16年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名
簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき
２株の割合をもって分割いたしました。 

  (2)新株予約権付社債に係る新株予約権の行使 
発行株式数   1,331.7株 
発 行 価 格      126,155円 
資本組入額     84,000千円 

 

（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 96,699.73円

１株当たり当期純利益 6,202.27円

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益 

6,150.92円

  

  
１株当たり純資産額 64,920.40円

１株当たり当期純利益 14,987.67円

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益 

14,312.24円

  
 当社は、平成15年５月20日付で株式１株につき２株の
割合で株式分割を行っております。 
 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場
合の前事業年度における１株当たり情報については、以
下のとおりとなります。  

１株当たり純資産額 96,409.79円

１株当たり当期純利益 28,418.80円

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益 

28,359.01円

 

 当社は、平成16年11月19日付で株式１株につき２株の
割合で株式分割を行っております。 
 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場
合の前事業年度における１株当たり情報については、以
下のとおりとなります。  

１株当たり純資産額 48,349.86円

１株当たり当期純利益 3,101.13円

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益 

3,075.46円

    
（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり
であります。 

 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 92,228 465,147 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 18,000 

（うち利益処分による取締役賞与金） － 18,000 

普通株式に係る当期純利益（千円） 92,228 447,147 

期中平均株式数（株） 14,870 29,834 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 124 1,407 

（うち新株予約権） 124 1,407 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要 

－ － 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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７．役 員 の 異 動 

 

 （１）代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の異動（平成17年6月29日付予定） 

①新任監査役候補 

監査役（非常勤）  堤   義 成 （弁護士 田宮合同法律事務所） 

（注）堤義成氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第1項に定める社外監

査役の候補者であります。 

 

②退任予定監査役 

  監査役（非常勤）   井 上  猛 

 




